
道内金融機関等との連携による
創業支援事例について

独立行政法人中小企業基盤整備機構
北海道本部 経営支援部 松尾 一久

平成２７年１０月２６日
「創業支援に関する地域ワークショップ」
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新連携、地域資源活用、農商工連携により新事業に取り組む地域中小企業者を支援。
～「計画策定」段階から「計画期間終了」時点まで一貫支援～

中小機構北海道本部が行う支援

○マーケティング等に精通した専門家が常駐して相談に対応。
○事業内容、支援ニーズに応じて、各種の専門家（経営コンサルタ
ント、クリエイター、デザイナー、百貨店OB、中小企業診断士等）も
支援に参画しチームとして総合的に支援。

事業初期段階の販路開拓等を
ハンズオン支援

新事業に
取り組む
中小企業

等

窓口相談
事業計画の

ブラッシュアップ

法
律
認
定

フォローアップ支援

具体的な事業計画の策定
支援

需要開拓

事業化
達成

ハンズオン支援の流れ

地域資源活用（平成19年度から）

□全国認定件数 １，３５８件

◇道内認定件数 ９１件（６．７％）

新連携（平成17年度から）

□全国認定件数 １，０２１件

◇道内認定件数 ６４件（６．３％）

農商工連携（平成20年度から）

□全国認定件数 ６６０件

◇道内認定件数 ５０件（７．６％）

【３事業の累計認定件数】 ２０５件（平成２７年９月現在）

３法ハンズオン支援事業【新連携、地域資源、農商工連携支援】

北海道本部のプロジェクトマネージャー
及びチーフアドバイザー （６名）が事業
支援を行います。
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中小機構北海道本部

ビジネスアイデアの相談

補助金・設備投資減税・低
利融資・債務保証等

事業初期段階の販路開拓
等をハンズオン支援

国・金融機関
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【事業概要】
◇我が国でも有数な秋サケの水揚げを誇る標津町において、「ブナサケ」を
原料に、サケの旨みを最大限に引き出す伝統製法「手火山づくり」の技術を
活用し、上品な旨み、風味にこだわった「サケの削り節」の開発・販売を実施。

◇力強いカツオ節のイノシン酸と異なり、日本でも数少ない「手火山づくり」
の技術により、グルタミン酸が豊富で他の魚にないさわやかな甘みを持つ
「サケの削り節」で、他の削り節との差別化を図る。

◇そば、ラーメン店等の専門店に業務用調味料として販売し、業務用食料
品販売会社に煮物のだし、おにぎりやお茶漬けの具材として販路を拡大。

◇食加研、標津漁組等の協力を受け、羅臼町のサケ節企業と連携し、全国
の展示会等に出展することで、優れた北海道加工食品ブランドの一つとして、
全国にＰＲすることに注力。大手食品メーカーからも注目されている。

丸和信和建設株式会社
（標津町）

業 種：建設⼯事請負業（住宅、農⽔商⼯施設建設）
設 ⽴：昭和５２年４⽉
資本⾦：２０，０００千円

【平成２１年度地域資源認定】
標津産「ブナサケ」を原料に⼿⽕⼭づくり製法
を取り⼊れた削り節の開発・販売

【金融機関との連携】
◇地域資源事業認定後、量産体制に入るための新工場建設に際し、事業スケジュールの遅れにより低利融資の貸
付が困難となった事態を受けて、地元信金が設備融資を実行してくれた。

◇事業スキーム上、原材料（鮭）を漁組から一括購入する必要があり、これに対する運転資金を地元信金の融資実
行により対処できた。

◇事業認定、新工場建設等事業進捗に合わせて、スピーディーに融資対応してくれたことが、今の事業の成功に繋
がっている。 4
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【事業概要】
◇連携する農業者は、「七飯町果樹組合」で、七飯町でしか商用生産されて
いないりんご品種「ほおずり」や「ふじ」「紅玉」を使用したプレザーブの開発・
販売を行う。

◇西洋リンゴ発祥の地という歴史的背景を活かし、多品種に比べ圧倒的に
酸味の強い「ほおずり」を原材料として加工し、アップルプレザーブを開発。

◇同品種は生産に手間がかからないことから、農家後継者不足、生産農家
の高齢化等の課題を抱える当該地域にとって有効。

◇伝統菓子「きびだんご」が主力商品である同社の新商品開発であり、多く
のメディアに取り上げられ、道内菓子製造企業からの引き合いが多い。

◇来年３月末の北海道新幹線開業に合わせて、新たな観光商品開発に寄
与することが期待される。

株式会社天狗堂宝船
（七飯町）

業 種：⽣菓⼦製造業（きびだんご製造・卸売等）
設 ⽴：昭和２８年８⽉
資本⾦：１０，０００千円

【平成２６年度農商⼯連携認定】
七飯町産のりんごを⽤いたプレザーブの開発・
製造及び販売

【金融機関との連携】
◇現在の同社の手作業中心の生産体制では、近い将来の急激な需要増加に対応できないため、加工施設の増築、
機械設備の導入に必要な資金を、政府系金融機関が適切に融資してくれたことにより、事業計画に沿って円滑に事
業推進を図ることが出来た。
◇関係協力機関や専門家から品質向上のアドバイスを受けることが出来た。 5
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【事業概要】
◇連携する農業者は、「(株)みよい」で、土作りを徹底的に研究し、高糖度の
「くりりん」の果肉と廃棄処分にしてきた皮部分のペーストを菓子の原材料と
して利用。

◇収益力向上のため、「くりりん」で自社ブランドを強化する新商品を開発し、
スーパー向け等卸売販売から直営店や土産・ギフト市場での販売にシフト
する。

◇(株)みよいの高いブランド力を有する南瓜と商品化の経験を有する(株)吉
田食品が連携し、新商品の開発・製造・販売を実施する。

◇直営店では、菓子製造の見学コースを整備し、イートインスペースを確保
することで、地元消費者、観光客需要の増大を図る。

◇来年３月末の北海道新幹線開業に合わせて、新たな観光商品開発として
直販し、利益率の高い百貨店やギフト市場での販売ウェイトも高めていく。

株式会社吉⽥⾷品
（函館市）

業 種：⾷品製造業（和菓⼦・パン製造・卸売等）
設 ⽴：昭和１７年３⽉
資本⾦：１０，０００千円

【平成２６年度農商⼯連携認定】
みよい農園の有機ＪＡＳ認証栽培「くりりん」
南⽠を使った「⻩⾦の南⽠スイーツ」の開発・
製造・販売事業

【金融機関との連携】
◇新店舗及び新工場の建設に際し、民間金融機関及び政府系金融機関による協調融資が円滑に進められたおかげ
で、事業計画通りに新店舗等の建設が実施できた。
◇建設資材の高騰によるコスト増加に対しても、両行から適切なアドバイス等によるサポートをいただいた。 6
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【事業概要】
◇対象となる食品工場の検査データに基づいた危害分析を行い、ターゲッ
ト微生物を決め、必要十分な量の除菌剤を噴霧し、噴霧後の検査データを
採取し、再度危害分析を実施し、必要な除菌剤を噴霧するサービスを開発。

◇既に道内９０社、道外５５０社の顧客の微生物検査データを所有。机上で
はなく、実際の工場から出た微生物データによる食品工場危害データベー
スを構築し、これを活用した対象工場に対する改善策の提案を実施。

◇これらのサービス提供が、間接的に工場作業者に対する衛生管理、現場
管理への意識改善に繋がる。

◇現在道内大手食品工場から、高濃度の次亜塩素酸Ｎａによるバチルス属
の除菌では、設備の腐食が問題となるため、腐食性の低い既存添加物によ
る除菌方法を要望されている。

株式会社クロックワーク
北海道（札幌市）

業 種：微⽣物検査受託、⾷品衛⽣関連機器取扱い
設 ⽴：平成２４年１０⽉
資本⾦：９，５００千円

【平成２７年度新連携事業認定】
中⼩⾷品メーカーの衛⽣向上のためのオーダー
メイド型除菌剤提供サービスの開発

【金融機関との連携】
◇新連携補助金採択に伴い、政府系金融機関等がつなぎ融資の支援を検討中。

◇親会社（沖縄県）のケースでは、補助金のつなぎ融資について地元金融機関の支援を受け、加えて、同行が検討し
ていた融資先の食品工場建設案件について紹介を受け、同社が衛生管理等の観点から同設備計画に対してアドバ
イスを行ったことで当該計画が改善され、結果的に同行からの設備融資を受けることが可能となった。

◇今後北海道においても、金融機関と同社が融資と衛生管理の両面から食品工場等への支援をすることを進めてい
く予定。 7
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【事業概要】
◇ラムサール条約登録地で国立公園に指定されている釧路湿原体験観光
を、世界的に著名な外国人カメラマン、ガイド、料理専門家の協力を得て実
施。観光を産業として展開し、インバウンドによる観光売上げ増大を目指す。

◇道鳥、鶴居村鳥であるタンチョウの夏季繁殖地である釧路湿原は、バード
ウォッチャーの間で世界的に有名。観光ブランドの象徴としてタンチョウを
様々な方法で世界に発信することで、道東地域の観光振興に寄与。

◇海外アウトドアグッズメーカーの協力による海外旅行客のインターネット予
約の充実、個人向け旅行業者との連携によりインバウンドの拡大を図る。

◇ネイチャーズベストフォトグラフィージャパン２０１４の鳥部門優秀賞、全体
の準グランプリを受賞し、今年１０月よりアメリカ・スミソニアン博物館に作品
が展示される快挙を成し遂げ、今後より一層道東地域の観光振興に寄与。

ヒッコリーウィンド
（鶴居村）

業 種：観光業（宿泊業、ツアー企画・ガイド業）
設 ⽴：平成１１年１２⽉
資本⾦：（個⼈事業主）

【平成２０年度地域資源認定】
「⾃分流の観光」を求める旅⾏客に向けた釧路
湿原体験観光プログラムの発掘・提供

【金融機関との連携】
◇平成１６年に、道知事認定「アウトドアガイド」の資格取得後、第二創業としてプロによる観光ガイド事業を展開。

◇地域資源認定の補助金採択に伴い、宿泊施設増築資金に公的機関の低利融資と、設備及び運転資金に地元信
金の融資を活用。
◇地元信金は早くから同社オーナーの写真を高く評価、同行のカレンダー、デスクロージャー誌に採用。
◇隣接釧路市役所で、同社社長の個展を開催。釧路市長も参加し、地域観光資源のＰＲを強力に推進。 8
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【事業概要】
◇連携する農業者は、「田中哲夫」で、北海道産有機ＪＡＳ認証小麦「はるきら
り」を生産しており、販路拡大を目指していたところ、（一社）北海道中小企業家
同友会札幌支部の橋渡しで、同社と連携した。

◇パン業界は、小麦を中心とした原料価格や小売価格に影響されやすく、営
業利益率が低く、厳しい経営状況にあるため、高付加価値商品の開発を模索
していた同社にとって、「はるきらり」は有望な原材料。

◇北海道産有機ＪＡＳ認証小麦を主原料とし、有機ＪＡＳ認証を取得した工場で、
北海道初の有機ＪＡＳ認証マークを表示したパンの開発、製造及び販売を実施。

◇高付加価値商品で他社との差別化を図り、ブランド力を強化し、有機ＪＡＳ認
証小麦で農業者と連携。コスト変動を最小限にし経営の安定化を図る。

◇ブランドの再構築に合わせ、既存店舗を閉店し新店舗を札幌市内にオープ
ン。

シロクマ北海⾷品株式会社
（札幌市）

業 種：⾷料品製造業（パン製造・販売）
設 ⽴：昭和４３年７⽉
資本⾦：５６，０００千円

【平成２６年度農商⼯連携認定】
北海道産有機⼩⻨を⽤いた有機ＪＡＳ認証パン
の開発、製造及び販売

【金融機関との連携】
◇新店舗のオープンに際し、有名デザイナー等からのアドバイスを受けることも含め、新店舗改装資金が必要になり、
政府系金融機関からの低利融資を受けることが出来た。

◇店舗オープンまで時間が限られている中、スピーディに融資を実行していただけたことで、新事業が順調に進捗し、
新店舗の売上が当初計画の３倍程度まで向上し、業績の飛躍に繋がった。 9
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平成２４・２５補正「地域需要創造型等起業・創業促進事業」執行体制

国

基金設置法人
・全国事務局
（全国１か所）

【中小機構】

地域事務局
（47都道府県）

北海道
中小企業
総合支援
センター

起業家等

中小企業庁が選定

委託契約

補助金

起業家等補助金

地域事務局
業務管理費

認定支援
機関たる
金融機関

等

支
援

起業家等補助金

○基金設置法人・全国事務局（全国で１か所設置）
基金の管理・運用、事業全体の管理、全国審査委員会の設置・運営、
地域事務局業務管理費等支払 等

○地域事務局（４７都道府県にそれぞれ１か所設置）
起業家等による事業計画の募集、地域審査委員会の設置・運営、
起業家等への補助金の交付決定、額の確定、支払 等

基金設置法人（全国
事務局）・地域事務
局に係る業務管理
費等を含む。

中小企業庁が選定

補助金交付業
務（別途定める
補助金交付規
程に基づく）

10
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【事業概要】
◇小樽の伝統的な「宙吹きガラス」と「型吹きガラス」の技術を融合させて
創った当社の「オリジナルガラス工芸品」を製造、販売することで、体験型観
光としての「小樽ガラス」製造の感動を全国に普及する。

◇型吹きで製品の規格を統一し、効率的に製造し、宙吹きで手作りの風合
いを出す両方のメリットを活かした技法で、製作時間の短縮、コスト削減、ぬ
くもり感のある製品作りを実現した。

◇自社店舗での直接販売と北一硝子を中心としたガラスショップでの卸販
売を行うことで、「小樽ガラス」の普及事業を展開。

◇実際に、「吹きガラス」の製作体験をしてもらうことで、「小樽ガラス」の魅
力を実感していただき、全国にガラス工芸品のファンが広がることを狙う。

glass art Ｎ+
（⼩樽市）

業 種：窯業・⼟⽯製品製造業（ガラス⼯芸品製造）
設 ⽴：平成２６年４⽉
資本⾦：（個⼈事業主）

【平成２５年度補正創業補助⾦】
当社独⾃の「オリジナルガラス⼯芸品」の製
造・販売及び「吹きガラス」の製作体験を通し
た「⼩樽ガラス」の普及活動の展開

【金融機関との連携】
◇創業の動機、これまでの経験などを認定支援機関（税理士・地元金融機関）に伝えながら、事業資金の見通しの検
討打合せ等事業推進に関するアドバイスを受け、事業計画・資金計画の作成支援を受けた。
◇政府系金融機関の連携融資を受けた。
◇事業で起こり得るリスクマネジメントの指導も受け、標準保障額のアドバイスを受けて、適正な付保を実行した。
◇月次決算の実施、現状の課題の明確化、行動計画への落とし込み等月次業績管理体制を構築した。 11
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【事業概要】
◇体と心にやさしいをテーマに、道産食材と無添加食材を使用し、高い技術
力を用いて生産。幅広い年齢層にも安心・安全なこだわりの商品を提供す
る飲食店を目指す。

◇富良野産の牡丹そばから選抜固定した新品種「キタワセ」を使用。試験栽
培を繰り返し、平成元年に農水省へ登録命名し、全国初のそばで登録番号
が付けられた貴重な品種。

◇蕎麦は健康食の一つで、ビタミンＢ群等が含有、血液浄化、高血圧予防
等成人病予防にも効果的で、健康志向の強い女性向けのメニューに最適。

◇開店当初は、新聞取材以外の宣伝広告を意図的にせず、口コミとＳＮＳ
のみの営業とし、その後生活情報誌、地元メディアへの出演、観光用グルメ
雑誌の掲載のオファーが来て、メニュー追加を実施。売上げは、計画目標
値の８０％を達成。

◇外食産業の低迷下、蕎麦店の市場規模は堅調に推移。

◇開店当初よりお客様の求めるニーズ等に出来る限り対応するよう従業員
一丸となって対応。食べ残し、クレーム等には、徹底的に調査し即時改善。

合同会社 和膳
（⾳更町）

業 種：飲⾷サービス業（蕎⻨店）
設 ⽴：平成２６年７⽉
資本⾦：４，０００千円

【平成２５年度補正創業補助⾦】
道産⾷材を中⼼とした⼿打ち蕎⻨店舗の開業

【金融機関との連携】
◇当該事業の資金計画において、地元金融機関からの借入金、補助金のつなぎ融資の支援協力を了解いただいた。
◇毎月地元金融機関担当者が、事業経過報告を受け相談対応、助言をいただいている。 12
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【事業概要】
◇「地産地消カフェ」として、米と野菜の大半を後志管内産を使用、
魚介系メニューは、１００％後志管内産の食材を使用。

◇小樽後志地域及び周辺地域への魅力・情報発信源「地域情報
発信カフェ」としての役割も果たす。管内自治体が対外的に移住受
入促進策を講ずる際は、同店舗のリーフレット等を配布しＰＲ。

◇地域コミュニティーの機能を有する「地域ランドマークカフェ」とし
て、店内で、写真展、絵画個展、道内ミュージシャンによる音楽イ
ベント等を開催し、集客力を高める。

◇地元エリア５，５００世帯に新聞折り込みチラシにて開店を告知。
その他、ターゲット顧客分析、収益性の検討、ＰＲ・販売戦略等を
緻密に検討し実行している。

◇事業主は、大学生時代の横浜市でのカフェでのアルバイト、政
府系金融機関札幌支店での債権管理、融資等業務、東京アカデ
ミー札幌校事務局長の業務等多彩な業務経験、人的ネットワーク
をフルに活用した業務展開を実施。

Ｖｉｅｗ Ｃａｆｅ
（⼩樽市）

業 種：飲⾷店（カフェ）
設 ⽴：平成２７年７⽉
資本⾦：（個⼈事業主）

【平成２５年度補正創業補助⾦】
⼩樽⼋区⼋景認定の絶景を眺望する⼩樽
後志⾷材の地産地消カフェ

【金融機関との連携】
◇認定支援機関は、地元金融機関。当該機関から融資を受けた。また、後志管内産食材を仕入れるため、当該機関
の取引先である米穀店、八百屋をご紹介いただいた。また、当該機関の融資先に対して店舗ＰＲをしていただいた。13
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加速的創業促進

14
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中小機構北海道本部

施設整備・運営、入居者の事業化に向けた支援 ・地域企業の
支援

次世代を担う
企業群の創
出

北大ビジネス・スプリング

総合的なインキュベーション支援
・ビジネス化のための賃貸施設の提供
・IMの配置等による現場サービスの提供
・大学、自治体等との連携による起業化、
事業化支援の総合施策の実施

大学の研究者等
知的資源の有効活
用・実用化を図りた
い。起業化を図りた
い。（大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ、
産学共同開発等）

地域の企業等

大学等と連携して、
新事業展開を行い
たい。（起業、第二
創業等）

○北海道大学

北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会

△北海道中小企業総合支援センター△さっぽろ産業振興財団

卒業

バイオ、ＩＴ、ものづく
りベンチャー企業等
が１２社入居

入居

○北海道○札幌市 △北海道
経済産業局

○北海道
経済連合会

○北海道科学
技術総合振興

センター

北海道立
総合研究機構

入居者支援
運営サポート

大学連携インキュベーション施設
＜大学、自治体、機構の連携による施設運営と総合的な支援＞

16
○北大ビジネス・スプリング運営委員会構成機関（△；オブザー

バー）

（平成２７年９月末）

ＩＭ３名
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共用会議室

施設外観

居室 リフレッシュコーナー

施設の概況

17

支援活動の状況

展示会

セミナー 交流会

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝ発表会

Ｃ２



1
8

金融機関等の皆様にご支援いただきたいこと

●地域経済活性化を促進する
効果的な案件をご紹介いただ
きたい。

例）・十勝のチーズのよう
な地域ブランドの形
成

・観光振興のような地
方創生事業の創出

●新連携、地域資源、農商工連
携の新規案件発掘を、貴行の目
標管理制度の加点項目に加える
など、業務としてのインセン
ティブを付与していただきたい。

●各支店の融資先企業を会員と
した協力会等の会合の場で、３
法ハンズオン事業の事業説明を
直接機構が出向いて実施する機
会を与えていただきたい。

●地元の創業支援に特化した金
利等優遇融資制度、地域ファン
ド、地域基金等資金調達手段を
増強するご検討をお願いしたい。

●中小企業からの資金調達に
関する相談時において、財務
状況や担保余力を重点的に評
価することに加えて、事業計
画における商品の新規性等に
よる将来性についても高く評
価していただきたい。

●創業者に出来るだけ負担にな
らないような（担保提供、個人
保証等）リスクマネーの供給を
ご検討いただきたい。

●金融機関間の連携などによる
協調融資をより一層進めていた
だきたい。

18
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（１）以下の事由が「準共済事由」から「Ａ共済事由」に引き上げ
①個人事業主の「個人事業主が配偶者又は子への事業の全部譲渡」
②共同経営者の「個人事業主が配偶者又は子への事業の全部譲渡に伴い、
配偶者又は子への事業（共同経営者の地位）を全部譲渡」

小規模企業共済の制度改正について

１．共済事由の引き上げ

Ｃ２

（２）以下の事由が「準共済事由」から「Ｂ共済事由」に引き上げ
①会社等役員の「会社等役員の退任（疾病・負傷・死亡・解散を除く）」のうち、
会社等役員の退任日において６５歳以上の場合

２．共済を受給できる遺族の範囲の拡大

（１）共済金を受給できる遺族に『共済契約者と生計維持関係がなかった「ひ孫」と
「甥・姪」』の追加

19



20

Ｃ２

小規模企業共済の制度改正について

３．分割共済金の支給回数の増大

（１）共済金の分割支給（分割共済金）が、年４回から年６回（毎年１月、３月、５月、
７月、９月、１１月）に増大

４．申込金の廃止

（１）「共済契約の申込み」と「増額の申込み」のお手続きの際の申込金が不要（現
金による納付が不要。）

５．掛金月額の減少（減額）の要件廃止

（１）掛金月額の減少を行う際の要件（減額要件）が廃止。委託機関による減額理
由の確認が不要。
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小規模企業共済の制度改正について

６．掛金納付月数の通算事由を追加

（１）共同経営者が、いったんその地位を退いた場合でも、一定の条件に該当する
場合は、１年以内に新たに経営者となり本共済の加入要件を満たすときは、掛
金納付月数の通算が可能

７．やむを得ない掛金滞納に対する機構解約の例外を追加

（１）災害など契約者の責任ではない理由（やむを得ない理由）により生じた掛金
の滞納については、共済契約の継続が可能。



機構釧路オフィス

機構北見オフィス

機構中小企業大学
校旭川校

機構北海道本部

機構函館オフィス

よろずオホーツク支
部

よろず釧路支部

よろず十勝支部

よろず道北支部

よろず札幌本部

よろず日胆支部

よろず道南支部

札幌本部 ＴＥＬ ０１１－２３２－２４０７

道北支部 ＴＥＬ ０１６６－６８－２７５０

オホーツク支部 ＴＥＬ ０１５７－３１－１１２３

釧路支部 ＴＥＬ ０１５４－６４－５５６３

十勝支部 ＴＥＬ ０１５５－６７－４５１５

道南支部 ＴＥＬ ０１３８－８２－９０８９

日胆支部 ＴＥＬ ０１４３－４７－６４１０

【北海道よろず支援拠点 窓口（連絡先）】

【中小機構北海道 窓口（連絡先）】

北海道本部

旭川（中小企業大学校） ＴＥＬ ０１１－２１０－７４７１

帯広（十勝財団）

北見オフィス ＴＥＬ ０１５７－５７－５６７７

釧路オフィス ＴＥＬ ０１５４－６８－４８６６

函館オフィス ＴＥＬ ０１３８－２４－６６００

22
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(独)中小企業基盤整備機構 北海道本部

道内の中小企業支援にご協力の程
よろしくお願いいたします

経営支援部 松尾 一久

ＴＥＬ ０１１－２１０－７４７１
Ｅ－ｍａｉｌ matsuo-k@smrj.go.jp

／
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